










Ⅰ 資金収支計算書の概要
　　資金収支計算書は、年度中の諸活動に対するすべての収入及び支出の内容と
年度中における支払資金のてん末を明らかにするものです。

　 「収入の部」

　・学生生徒等納付金収入は、部門ごとでは増減が見られますが、前年度比3.1%
増加しました。

　・手数料金収入は、入学検定料収入が減少し、前年度比10.9%減少しました。
　・寄付金収入は、特別寄付金収入が減少し、前年度比31.6%減少しました。
　・補助金収入は、特別補助金収入等が増加し、前年度比10.7%増加しました。
　・資産運用収入は、前年度比19.9%減少しました。
　・前受金収入は、授業料や入学金等の前受金収入が減少し、前年度比9.4%減少
しました。

　 「支出の部」

　・人件費支出は、部門ごとでは増減が見られますが、前年度比9.5%減少しました。
　・教育研究経費支出は、修繕費及び奨学費支出等の増加により、前年度比10.4%
増加しました。

　・管理経費支出は、諸経費の削減により前年度比32.3%減少しました。 
　・施設関係支出は、前年度は大規模の施設購入等により、多額の支出増となって
いました。今年度は、前年度比47.8%減少しました。

　・設備関係支出は、教育研究用機器備品の充実により前年度比22.1%と大幅に
増加しました。  

　・次年度繰越支払資金は、耐震補強工事等により、前年度比14.9%減少しました。

Ⅱ 消費収支計算書の概要
　　消費収支計算書は、年度中の消費収入と消費支出の内容を明らかにし、消費
収支の均衡状態を明らかにするものです。

　・帰属収入合計は、特別補助金等の増加により前年度比3.7%増加しました。
　・人件費は、一部削減され前年度比3．8％減少しました。
　・当年度も消費支出超過額となり、翌年度繰越消費支出超過額が増加しました。
　・消費収支係数は、ﾏｲﾅｽ13.0%で、早急に改善しなければならない。
　・人件費比率は、79.4%で大学の全国平均52.0%より、かなり高い数値となって
います。

Ⅲ 貸借対照表の概要
　　貸借対照表は、財政状態を明らかにするために、年度末に保有するすべての
資産、負債、基本金及び消費収支差額を表示しています。

　・有形固定資産は、耐震補強工事等により、建物a/cが大幅に増加しました。
　・その他の固定資産は、固定性預金を取り崩したことにより、大幅に減少しました。
　・流動資産は、施設・設備関係支出が多額となり、前年度比14.7%減少しました。
　・資産総額は、前年度比3.4%減少しました。
　・負債総額は、前年度比4.7%減少しました。

Ⅳ 基本金の明細表の概要
　・第１号基本金は組入高と取崩高の差額から、本年度は組入高となりました。
　・前年度組入れた建設仮勘定を建物勘定に振替えたので、組入高が大幅に減少
しました。

　・基本金の当期末残高は、前年度比2.4%増加しました。

Ⅴ 財産目録概要
　・当年度末正味財産は、25,498,439千円で前年度比3.1%減少しました。
　・借用財産は、長野県木曽町開田高原研修ｾﾝﾀｰの土地及び建物です。

平成20年度 貸借対照表
平成21年 3月31日

資　産　の　部
科　　目 金　　額

固 定 資 産
有形固定資産
その他の固定資産
流 動 資 産
合　　計

負債･基本金及び消費収支差額の部
科　　目 金　　額

(単位 : 千円)

固 定 負 債
流 動 負 債
基　本　金
翌年度繰越消費支出超過額
合　　計

平成20年度 財産目録
平成21年 3月31日現在

科　目 金　額

(単位 : 千円)

資　　産
（1）固 定 資 産
（2）流 動 資 産
　資 産 合 計
負　　債
（1）固 定 負 債
（2）流 動 負 債
　負 債 合 計
正 味 財 産

1.

2.

3.

＊借 用 財 産（研修センター土地・建物）

平成20年度 学校法人市邨学園決算概要

 　　　学校法人市邨学園決算報告平成20年度

　私たち学校法人市邨学園の監事は、私立学校法第37条3項3号の規定に基づく監査を行うため、平成
20年度の学校法人市邨学園の業務及び財産の状況について監査を実施いたしました。
　監査の方法は、理事会その他重要な会議に出席するほか理事から事業の報告を聴取し、また重要資料
を閲覧して業務の執行状況を監査し、また会計監査人と連携を取り財産の状況を監査いたしました。
　監査の結果、理事の業務の執行に関しては法令及び寄附行為に違反する重大な事実はなく、また平成
20年度の学校法人市邨学園の財務書類等は当該年度末における財産の状況を適正に表示しているも
のと認められます。      

監査結果について

平成21年 5月26日　

平成20年度 資金収支計算書
平成20年 4月1日から平成21年 3月31日

収　入　の　部
科　　目 金　　額

学生生徒等納付金収入
手数料収入
寄付金収入
補助金収入
資産運用収入
資産売却収入
雑　収　入
借入金等収入
前受金収入
その他の収入
資金収入調整勘定
前年度繰越支払資金
収入の部合計

●●
●

●

●

●

支　出　の　部
科　　目 金　　額

(単位 : 千円)

人件費支出
教育研究経費支出
管理経費支出
借入金等返済支出
施設関係支出
設備関係支出
資産運用支出
その他の支出
資金支出調整勘定
次年度繰越支払資金

支出の部合計

●
●

●

①
②

③

④

⑤

⑥
⑦

⑧

●学生生徒等が納める授業料や入学金等です。
●主に入学検定料です。
●国や地方公共団体からの補助金です。
●翌会計年度に属する収入を当該年度において収納したものです。
●収入として計上したが未収となっているものや、前受金収入として前年度までに既に受け入れて
いる収入を差し引くことにより資金の収入額を調整するための勘定です。
●土地、建物、構築物の取得による支出です。
●教育用機器備品、その他機器備品、図書等の取得による支出です。
●支出として計上したが未払いとなっているものや前払金支出として前年度までに支払っている
経費を差し引くことにより資金の支出額を調整するための勘定です。

①
②
③
④
⑤

⑥
⑦
⑧

平成20年度  消費収支計算書
平成20年 4月1日から平成21年 3月31日

消　費　収　入　の　部
科　　目 金　　額

消　費　支　出　の　部
科　　目 金　　額

(単位 : 千円)

●

●
●
●

①

②
③
④

●建物、構築物、備品、図書等学校運営に必要な基本財産を取得した額です。
●教職員に支払われる給与等です。
●教育研究活動に支出した諸経費です。
●学校を管理する業務のために支出した諸経費です。

①
②
③
④

　学校法人市邨学園では、本法人設置校の教育研究の更なる充実発展を目指し、
教育研究充実寄附金を随時募集致しております。ご寄附いただける場合には、左記
までご連絡いただきますよう宜しくお願い申し上げます。なお、一定の条件を満た
した場合には、寄附金に対する免税措置を受けることができます。

猪野竜司 氏
名古屋経済大学

平成14年3月経済学部経営学科卒業
名古屋経済大学大学院

平成16年3月会計学研究科会計学専攻修了
平成18年3月法学研究科法学科専攻修了

　大学を卒業してから早8年が経過しました。私は

現在、税理士になり「新日本アーンスト アンド ヤング税理

士法人」という会計事務所で働いています。大学時代に

は、進路に悩み、自分が何をしたいのかがわからず、

何度も何度も指導教授と議論を重ねた結果、税理士に

なることを決めました。それが大学4年の春ごろだった

と記憶しています。大学卒業後、大学院に進み専門的な

知識の習得に努めました。大学院では今までにないほど

勉強し大変苦労しましたが、その甲斐もあって税理士

試験に合格することができました。大学院修了後、中小

の税理士法人勤務を経て現在に至っています。

　「新日本アーンスト アンド ヤング税理士法人」では、

外資系企業や日系の上場企業を中心とした法人のクラ

イアントに対して専門性の高い税務サービスを提供す

ることが主な仕事です。また、監査法人が行う会計監査

業務に関して、税務の専門家として、監査クライアント

の税金計算や税務処理方針のレビューを行っています。

　仕事は納期までの期間が短いことが多く、深夜まで残業

する日もあり大変なこともありますが、クライアント

から感謝されることで何物にも代えがたい達成感が得

られ、やりがいを感じています。税理士業は常に最新の

知識の習得が求められ、自己研鑽が必要で楽な仕事では

ありませんが、非常に充実した日々を過ごしています。

指導教授の導きで、税理士への道を歩む

日本有数の税理士法人の一員として

最新の知識を習得し、顧客の期待に応える
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人   件   費
教育研究経費
管 理 経 費
資産処分差額

消費支出の部合計
当年度消費支出超過額
前年度繰越消費支出超過額
翌年度繰越消費支出超過額

学生生徒等納付金
手    数    料
寄    付    金
補    助    金
資産運用収入
資産売却差額
雑   収   入
帰属収入合計
基本金組入額
消費収入の部合計

3,786,662
87,664
36,832

1,901,256
68,084
2,415

182,680
6,065,593
△ 719,338
5,346,255

3,786,662
87,664
31,995

1,901,256
68,084
2,415

194,486
381,107

1,137,095
1,239,634

△ 1,974,180
5,363,120
12,219,338

4,821,378
875,521
403,315
296,219
673,724
137,144
23,847
702,359

△ 277,756
4,563,587

12,219,338

4,813,350
1,561,525
470,996
10,399

6,856,270
1,510,015
3,045,522
4,555,537

26,329,234
20,039,631
6,289,603
5,240,825
31,570,059

4,157,941
1,913,679
30,053,976
△ 4,555,537
31,570,059

26,329,234
5,240,825
31,570,059

4,157,941
1,913,679
6,071,620
25,498,439

第3回 「最近の子どもの遊びや生活」
日 時 ： 11月21日（土） 14：00～16：00
会 場 ： 名古屋経済大学 7E2教室
講 師 ： 人間生活科学部 准教授　川添 公仁

第4回 「裁判員制度の『理想』と現実 ―司法と国民主権―」
日 時 ： 12月12日（土） 14：00～16：00
会 場 ： 犬山国際観光センター 「フロイデ」
講 師 ： 法学部 准教授　清水 裕樹

名古屋経済大学 学術研究センター
E-mail ： cas@nagoya-ku.ac.jp

お問合せ先お申込方法
住所・氏名・電話番号を犬山市社会教育課へ連絡
TEL.0568-61-1800 内線303
定員：150名 ＜対象：一般＞　受講料：無料

主催／名古屋経済大学 学術研究センター　後援／犬山市･犬山市教育委員会･犬山商工会議所

2009年公開講座 犬山オープンカレッジのご案内

名経大通信 10名経大通信09




